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アルマダの海戦の再考

～「新船舶税」導入問題の分析を中心として～

井内太郎

はじめに

かつてテューダー朝史研究の泰斗であるA.L．ラウスは、1950年に出版した『エ

リザベス時代のイングランド』のなかで、独空軍によるロンドン空襲にさらさ

れた1940年夏の苦難の時期を生きた人々は「ありし良き時代のことを繰り返し

思い起こしていた」と当時を振り返っている。彼のいう「ありし良き時代」と

はエリザベス時代、とくに1588年にアルマダ（＝スペイン無敵艦隊）との海戦

に勝利した年のことである。彼によれば、「おそらく、わが国民が突如として

成熟し、国民としての一体性を認識し、....海の彼方や全世界で彼らを待

ち受けている想像もつかない連命を垣間見たのは、まさにこの刺激的で感動に

満ちた時代のことであった」のである 1)。ここではエリザベスの時代が栄光の

時代で、アルマダの海戦での勝利が、その後のブリテンの帝国的発展の出発点

として位骰づけられており、こうした時代像は、いまでも多くのイギリス人に

好意的に受け人れられており、彼らの想像力をかき立てて止まない。しかしな

がら、そうした進歩主義的な歴史認識は、近年の海事史 (MaritimeHistory)の

多角的な実証研究からすると過去のものとなっており、それは人々により創ら

れたイメージに過ぎないのであった 2）。したがって、歴史学の課題としては、

まずエリザベス治世の政治社会の実態を明らかにした上で、誰がどのような意

図を持って、そのようなイメージを構築していったのかが検討されねばならな

しヽ。

本稿では、前者の問題について、行財政史的観点3)からエリザベスの栄光の

時代を象徴する出来事とされてきた「アルマダの海戦」 4)とその後の実情につ
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いて明らかにし、それがエリザベスの政治社会にいかなる影響を及ぽしたのか

検討してみたい。

具体的には、エリザベス治世における船舶税の改革問題について検討す

る5)。結論を先取りするようだが、アルマダの海戦から得た教訓の一つは、も

はや従来の海軍力では、ブリテン諸島の沿岸海域さえ海賊や敵対勢力から守る

ことが難しいということであった。ゆえに海軍力の増強・再編成が急がれたわ

けであるが、問題は、戦時における海上防衛費は誰が負担するのかという点で

あった。「船舶税」自体は、少なくともエドワード 1世治世の1278年以降に、

民有船の徴用とその諸経費の負担という方法で、その性格上、港湾都市や沿岸

地域に限定し必要に応じて課されていた 6）。しかしながら、アルマダの海戦以

降、この船舶税の性格が大きく変化していく。すなわち、従来の船舶徴用 (ship

levy)から船舶税 (shipmoney)の徴収への転換をはかり、しかも新たに内陸の

農村地域を含めた地域、ひいてはイングランドの全域を課税対象地域にすると

いうものであった。

本研究で、この問題に注目するのは、次の理由による。すなわち、新税導入

を支持する港湾都市とそれに反発する内陸の農村地域の対立とその争点を、「海

の論理」と「陸の論理」に置き換えて検討してみると、双方の言説の中で、か

つて見られないほどに、イングランドにおける海事共同体 (Maritime

Community)の領域的、機能的意味が強く意識されているからに他ならない 7)0

結局、新船舶税の本格的導入は、エリザベス治世の段階では見送られ、（図

表1)にみ見られるように、チャールズ 1世治世の1634年以降に導入されるこ

とになる。その背景として、アルマダの海戦以降も、イングランドにおいて、

沿岸域（ないし領海）の防衛＝国民の義務＝全国的課税というコンセンサス（＝

ナショナル・アイデンテイティ）がいまだ十分に構築されていなかったことを明

らかにし、アルマダの海戦の意義の再検討を行うことにしたい。

1 テューダー朝期の海軍財政運営

（図表 l)は16泄紀から17但紀半ばの船舶税関連年表であるが、船舶税に関

しては、チャールズ 1世が導入した「新船舶税」が最も有名であり、それが国
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アルマダの海戦の再考

（図表 1) 新・旧船舶税の関連年表

政治・海運関係 船舶税関係

1558年 エリザベス即位

1569年 北部の叛乱開始 (~70年）

1577年 ドレイク世界周航に出発 (~80年）

1585年 対スペイン戦争の開始、ヴァージニア植民地創設

1588年 無敵艦隊の来襲 旧船舶税

1591年 旧船舶税

1592年 アルスタの叛乱の開始

1594年 旧船舶税

1595年 ドレイクとホーキンズ、西インド諸島遠征 旧船舶税

1596年 旧船舶税

1599年 旧船舶税

1600年 東インド会社設立、 w．アダムズが日本上陸

1601年 エセックス伯の叛乱 旧船舶税

1603年 エリザベス逝去、ジェイムズ 1世の即位 ＊新船舶税

1607年 ジェイムズタウンに最初の定住地建設

1625年 チャールズ 1泄の即位

1626年 旧船舶税

1628年 ＊新船舶税

1629年 チャールズ議会を解散し、「親政」開始

1634年 新船舶税の導入開始 新船舶税

1635年 新船舶税

1636年 新船舶税

1637年 船舶税の法的正当性を巡る「ハムデン裁判」の開始 新船舶税

1638年 新船舶税

1639年 新船舶税

1640年 短期議会、長期議会

1641年 長期議会により、新船舶税の廃止

1645年 ネーズビの戦い

1649年 国王処刑

1651年 航海法の制定

1653年 クロムウェルが護国卿に就任

(1)＊は、実際には導入されず。
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王＝枢密院と議会の政治対立を激化させ、 17惟紀半ばの内乱を勃発させた一要

因と見なされてきた。

しかしながら、「新船舶税」の導入間題は、（図表 1) に見られるように、す

でにエリザベス治世末期の1602~ 3年から試みられていたことは、あまり知

られていない。また「旧船舶税」に限ってみれば、エリザベス治世どころか、

先述のように、少なくともエドワード 1世治憔の1278年以降に民有船を徴用す

る手段として、たびたび用いられてきたのである。したがって、船舶税の検討

課題として、まず「旧船舶税」と「新船舶税」の性格の違い、さらに、なぜそ

のような転換が試みられたのか、その政治•財政的意図が問われなければなら

ない。少なくともそのH的の 1つは、海軍によるブリテン諸島近海の海上防衛

力を強化するための財政的基盤を確保することにあった。

そこでまず、テューダー朝期の海軍財政の運営のあり方から検討してみよう。

海軍に関する政策は、国王＝枢密院により立案・遂行されるものであり、実務

は海軍司令長官 (theLord Admiral) を中心とする海軍委員会 (theNavy Board) 

が担当していた 8）。したがって議会は、航海法の制定・廃止、漁業関係の規制

など以外に、海事とくに海軍関係の政策に直接にかかわることはなかった 9)0

海軍の財務を担当していたのは、海軍財務官 (theTreasurer of the Navy)である。

彼は国王の支払い令状 (dormantwarrant) に基づき、毎年、財務府 (the

Exchequer)から一定額を受領しており、これが海軍の経常収人ということに

なる10）。たとえば、海軍財務官のガンソン (B.Gonson) は、 1562年の段階で

12,000ポンドの経常収入を財務府から受領していた11)。平時に海軍関係の諸経

費は、海軍財務官により、この経常収入から支払われた。主な経費としては、

王有船、人員、弾薬、糧食にかかわる諸経費があったが、戦時には民有船が有

償で徴用されたため、その艦船の使用料 (tonnagefee)や人件費の支払いで、

海軍の支出は増加した。その際には、追加収入が、非経常収人として加えられ

ることになった。たとえば、 1562-3年の 2年間にガンソンは、経常収入として、

21,630ポンドを受領していた。ところがこの間にノルマンディ地方のル・アー

ブル (LeHavre)に駐屯するイングランド守備隊を支援するための遠征が試み

られたため、同時に非経常収人として、財務府から21,526ポンド、王領地売却

収入6,000ポンド、女王の内努金から1,000ポンド、その他にも後見裁判所 (the
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アルマダの海戦の再考

Court of the Ward)の収入の一部、借入金を受領している。ちなみに、この遠征

は何ら成果をあげることが出来ず、海軍だけで、約28,000ポンドの支出を要し

たといわれている12)0 

当時、戦争や内乱が起こったときには、王国内の臣民に対して課税を行い、

その非経常収入が戦費の支払いに割り当てられていた。具体的には、まず議会

の承認を必要とする課税であり、割り当て税 (10分1・ 15分1税）ならびに査
サプシディ

定税（補助税）からなっており、財務府の璽要な非経常収入源となっていた。

その一部が海軍に送金されたわけである。これらの税は、戦時等の非常時にお

いてのみ議会により協賛されるものであり、16世紀後半には対フランス・スコッ

トランド戦争やアイルランド遠征などの戦費（主に陸の戦い）に充当された。

もう 1つは議会の承認を必要としない、国王大権により課されるものであり、

付加関税 (Imposition)や徴発権に加えて、船舶税もこのグループに含まれた。

いずれにしても、両税は、戦時などの非常時に課される臨時税であり、経常税

ではなかったことを確認しておきたい13)。

（図表2) は、エリザベス治世の財務府と海軍の支出額の状況を概観したも

のである。比較的平穏で、海軍の活動も不活発であった時期 (1567年-71年）の

経常収入額は年平均に直すと約7,695ポンドであり、非経常収入を含めた年平

均の総収入額は10,946ポンドであった。しかしながら、アルマダの海戦時に海

軍の総支出額は急増し、船員の糧食費を除いても112,000ポンドに達してい

た14)。注目されるのは、（図表2) に見られるように、海軍の年平均の総支出

額が財務府のそれに占める割合からみた場合、そのピークは1596~ 1600年に

あったことである。海軍の年平均の総支出額を平時(1566~ 1585年）と戦時(1585

~ 1603年）に分けてみても、前者が約25,000ポンドで後者が87,000ポンドとなっ

た15）。また海軍の経常支出額も増加したため、経常収入額も1588年には7,268

ポンドであったものが、 1590年3月には8,973ポンド、さらに1599年11月には

11,000ポンドに引き上げられることになった16)。このようにアルマダの海戦後

も、イングランドはスペイン艦隊襲来の脅威から解放されておらず、実際に、

1597年にイングランド攻撃のためにスペイン海軍の遠征が試みられたが、失敗

に終わっているのである。（図表2)によれば、 1596~ 1600年に財務府の支出

額も最高額に達しているが、その理由はアルマダの脅威に加えて、 1596年にア
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イルランドでテイローン伯の叛乱（いわゆる 9年戦争）が生じたためで、その

鎮圧に膨大な戦費を要したのであった。このような内憂外患の状況下にあって、

国王＝枢密院は海軍の増強やブリテン諸島の沿岸防衛の強化をはからざるをえ

ず、そのためにイングランドは過大な財政負担を抱えることになったのである。

（図表2)海軍と財務府の年平均支出額の動向
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(1) 金額の単位はポンド。

(2) Wheeler, op.cit., p.24をもとに作成。

2 テューダー朝期の海軍の艦隊編成

一財務府

ー....海軍

ヘンリ 7世治世に入るまで、常設の王立海軍は殆ど存在しなかったといって

よい。ヘンリ 8冊が即位したときに父王から引き継いだ艦船 (theking・s ships) 

は、わずか7隻に過ぎなかった。その後彼は、対仏・スペイン戦時にブリテン

諸島の海域防衛や兵員輸送を目的として海軍の強化をはかり、新たに82隻（新

たに建造したもの47隻、捕獲ないし購入したもの35隻）を加えた17)。他方で1540

年代に海軍行政の組織化が図られ、先述のように海軍委員会が設骰され、海軍

の行政•財政運営において中心的な役割を担っていくことになる。また正式に

海軍財務官職が設けられ、 B．ガンソンが同職に就くのもこの頃のことである。
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アルマダの海戦の再考

したがって、イングランドの海軍史上、ヘンリ 8世治世になって、海軍の本格

的な増強、すなわち「海軍改革」が開始されることになったといってよいであ

ろう。しかしながら、それでも当時の海軍は戦力的に弱体であったために、必

要に応じて民有船を一定期間に限り徴用することで補強されたのである。たと

えば16世紀にブリテン諸島の沿岸海域の防衛に当たったイングランド海軍は、

王有船と民有船からなる二元的構造を取っていた。民有船はロンドン港と主要

五港 (CinquePorts)を中心に、それ以外の港湾諸都市からも徴用され、さらに

それらは、有償の武装艦船と諸経費は基本的に自弁で徴用された武装艦船

(uncompensated or voluntary ships)から構成されていた。

エリザベス治世に入ると、当初、対外的に比較的平穏な時期が続いたことや、

国家財政状況の悪化などの理由により、国家財政の健全化をはかるべく緊縮財

政策がとられることになった18)。それが海軍の財政運営にも少なからぬ影響を

及ぽすことになる。まず1564年に海軍財務官が受領する経常収入額が、それま

での12,000ポンドから6,000ポンドまで減額され、海軍は厳しい財政運営を強い

られることになった。そのため、海軍の水夫たちが、十分な糧食を供給されな

かったり、帰港時に正当な賃金の支払いを受けないといった状況が生まれ、か

れらの間に不満が高まることになったのである。また新艦の建造は殆ど行われ

ず、既存の艦船も出港することが稀であったため、必要最低限度の乗員を配置

して、デットフォード、ギリンガム、ポーツマスなどの主要港湾に係留されて

いた。もとより、係留にかかる諸経費（人件費、糧食費、修理費、管理費など）は、

海軍財務官の経常支出の大部分を占めていた19)0

しかしながら、 1585年に対スペイン戦争が開始されると、海軍の再編成が急

がれることになり、先述のように海軍の支出額も急増していったのである。注

目されるのは、（図表3) に見られるように、アルマダの海戦時にも、イング

ランド海軍の二元的構造は解消されるどころか、民有船への依存度が非常に高

まっていることである。こうした傾向は、初期ステュアート朝期に入っても持

続するが、 1635年にチャールズ 1世によって船舶税艦隊が編成されたときに、

はじめて両者の比率が逆転し、海軍の自立化、海軍の専門集団化（＝プロフェッ

ション化）が進むことになるのである20)。確かに船舶税艦隊は、その財政基盤

を国王大権を用いた全国的課税に置いたところに問題があったが、海軍の一元

37 



（図表3) イングランド海軍の艦隊編成

年 海戦・遠征・艦隊名 王有船 民有船

1588 アルマダ 23 79 

1589 リスボン 14 120 

1625 カデイス 14 30 

1627 レ島 10 90 

1635 船舶税 19 6 

1636 船舶税 24 3 

1637 船舶税 19 ， 
1638 船舶税 24 7 

1639 船舶税 28 11 

1641 サマー・ガード 15 10 

1642 サマー・ガード 16 16 

1643 サマー・ガード 24 23 

1644 サマー・ガード 30 55 

1645 サマー・ガード 36 16 

1646 サマー・ガード 25 4 

1652 モビリゼーション 39 

゜1653 ギャバード 25 15 

1666 4日戦争 31 1 

1672 ソール・ベイ 32 

゜1673 ショーンヴェルツ 49 

゜1688 ダートマス艦隊 35 

゜1690 ビーチヘッド 56 

゜1692 バルフォア 55 

゜R.Harding, The Evolution of the Sailing Navy, 1509-1815 (1995), p.152より作成。
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アルマダの海戦の再考

化ないし自立化を目指す方向性に間違いはなかった。こうした海軍改革の基本

方針はクロムウェル政権にも継承され、英蘭戦争に向けての海軍の強化が進め

られることになるのである。

3 テューダー朝期における船舶税の実態

(1) アルマダの海戦におけるイングランド海軍の編成

では1588年のアルマダとの戦いにおける艦隊編成について、少し詳しく見て

みよう。この海戦に関連する史料の残存状況は比較的良好であり、その中に当

時の詳細な艦隊リストがある21)。対象とする期間によって、その数に相違は見

られるが、それによれば、 1588年3月から10月にかけて、この海戦に参加した

イングランドの艦船は1,000トン級の大型艦から、 30トン級の小型艦まで合計

で197隻、乗員数は15,925名にのぽった22）。その内訳であるが、まず王有船は

34隻にすぎず、政府による有償の艦船として（艦船の賃貸料23)、弾薬、食糧、

人員の負担） 80隻の民有船が徴用されていた。なかでも、注目されるのが、一

時的に参加したものも含めて、無償で徴用された民有船の数が83隻24)にもの

ぼったことである。これは、エリザベスが国王大権25)を用いて行った、最初の

本格的な無償の民有船の徴用であった26)。

(2) 無償の船舶徴用の実態

従来の研究では、この無償で徴用された民有船の問題について注Hされるこ

とがなかったので、さらに詳しく検討してみよう。

中世以来、イングランドの海軍は戦力的に弱体であるために、必要に応じて

民有船を一定期間に限り徴用することで補強されたわけであるが、こうした構

造はテューダー朝期に人っても変わることはなかった。したがって、 1日来の船

舶税とは、厳密には戦争などの緊急時における船舶徴用のことを意味しており、

当時、 2つのタイプの船舶徴用の方法があった。まず、国王金庫から資金援助

や俸給の支払いが行われるものであり、もう 1つは、船舶の徴用に加えて、艤

装から水夫の賃金まで、ほぼすべての実費を自己負担するもので、基本的に主

要5港 (theCinque Ports)27)ならびにロンドン港とその都市住民が対象となって

39 



いた。無償の船舶徴用の事例は、少なくともエドワード 1世治世の1278年まで

さかのぽり、それ以降、民有船の徴用の事例は稀であり、その対象もロンドン

港と主要五港など主要な港湾都市に限定されていた。エリザベス治世初期まで、

こうした船舶徴用のあり方は、持続することになる。

しかしながら、 1588年のアルマダ来襲によって、ブリテン諸島海域について、

特別な防衛手段を講じる必用性が生じると事態は急変することになる。この時

期までに、主要五港の役割は、イギリス海峡に出没する海賊船（＝とくにダン

ケルクの海賊）の取締に限定されていた、というよりもそれ以上の役割を期待

すること自体が非現実的であった。そのため、主要な海戦が差し迫っていたわ

けではない、いわゆる平時ではあったが、ブリテン諸島海域をアルマダの再度

の襲撃から守るために、他の港湾都市からの船舶の徴用が必要となったのであ

る。

もう 1つの理由は、 1588年以降も、海軍の財政上の負担は軽減されることが

なかった点にある。たとえば、 1589年に海軍財務官のホーキンズは、枢密院に

対して前年のアルマダの海戦においてドレイクの艦隊に編入された有償の武装

商船に対する支払いのために1000ポンドを求めている。彼によれば、「ロンド

ンの有力な船主の多くがいまだに支払いを受けておりません。そのために、私

が彼らをひどい目に遭わせたかのうように、彼らは激しく私を責め立てている」

のであった28)。1590年になっても、プリマスの市民は、 1588年に提供した糧

食の諸経費の未払い金として、 6,000ポンドを女王に請求するといった状況で

あり、少なくとも財政面で、この段階においてもアルマダの海戦は終わってい

なかったのである。また1591年に兵員輸送のために船舶の徴発を求められたと

き、船主の中にはその準備にかかる前に、彼らの艦船の賃貸料の支払いの保証

を求めていた29)。

これらの諸経費は、戦費であるから非経常収入で賄うことが可能であったが、

先述したように経常費の額も増加したために、 1599年には経常収人額を11,000

ポンドに引き上げねばならなかったのである。こうした海軍の厳しい財政状況

下において、海上防衛のためとはいえ、国王大権を行使して有償の船舶の徴用

を強引に進めることは、財政的に不可能であるのみならず、船主や港湾都市の

市民たちの不信感や不満を増大させることは明かであった。ゆえに無償の船舶
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アルマダの海戦の再考

徴用が、それと並行して開始されることになったのである。（図表4) に示し

たように、主なものとしては1588、1591、1594、1595-6、1599、1601、計画の

みに終わったものとして1602-3年のものがあった。なかでも、 1588年、 1595-6

年に最も大規模で広範な無償の船舶徴用が行われたのである。

（図表4) 主な無償の船舶徴用とその目的

1588 アルマダとの戦い

1591 ハワード司令官の下、アゾレス遠征

1594 アルマダの侵攻に備えた艦隊編成

1595-6 アルマダの侵攻に備えた艦隊編成、カデイス遠征

1599 アルマダの侵攻に備えた艦隊編成

1601 アルマダの侵攻に備えた艦隊編成

1602-3 アルマダの侵攻、ダンケルクの海賊に備えた艦隊編成

そこで、次にこの 2つの時期の船舶徴用の実態について、当時の史料に即し

て検討してみよう。 1588年のアルマダとの開戦時に、エリザベスは本格的な無

償の船舶徴用を行っており、全部で83隻の船舶が供出されイングランド艦隊に

編人された。内訳は、ロンドン市から30隻の艦船や小型艦船 (bark)と2,130名

の人員、主要 5港からは、 5隻の艦船ならびに 1隻の小型ボート (pinnace) の

供出を求められた30)。

その他に、枢密院はロンドンとロンドン近郊のリー (Lee) を除き34の港湾

都市に対して船舶の供出を求めており、当初、 60トン級以上の艦船40隻と小型

ボート27隻、いずれも 1588年4月25日までに、すべての準備を終えることを命

じた31)。1588年当時の状況について、 トマス・フィリップなる人物は、次の

ように記録している。「この年の夏に、ロンドンや地方の港湾都市から、膨大

な数の民有の武装船が、自発的に女王の艦隊に加わった。しかも、その数ヶ月

間の人件費、糧食、弾薬などは、すべて諸都市の側が負担するというのである。

これまで、船舶の徴用にかかる船の賃貸料、人件費、糧食は国王側が負担する

というのが通常のやりかたであったのであり、このような事例はかつて聞いた

ことがない」ものであった32）。しかしながら、ロンドンとは対照的に、このと

き多くの港湾都市が、船舶の徴用に反発し、枢密院へ負担軽減の請願を行って
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いる。紙幅の関係上、詳しくは述べられないが、請願の主な理由として、枢密

院の要求を完全に拒否するのではなく、都市全体が疲弊しているため、近隣の

都市やそれらの都市が属する州全体で負担を分担すべきというものであった。

結局のところ、当初予定していた艦船は集まらず、 34の艦船がフランシス・ド

レイク指揮下の西部艦隊、 19の沿岸交易船がヘンリ・シーモア卿の艦隊に編入

されることになったのである。

それからほぽ8年後の1596年2月に、スペイン艦隊の来襲に備えて、 1588年

末以来、二度目の本格的な、しかも1588年のときよりも、イングランドのより

広範囲の港湾都市からの船舶徴用が試みられた。そのリストのタイトルは ‘Port

Towns in 12 Maritime Counties to set ships' となっており、イングランドの沿

岸域12州（南西部沿岸域サマセット、コーンウォル、デヴォン：東部沿岸域を経て、

北はヨーク、ダラム、ノーサンバランドまで）が徴用の対象となっていた（図表

5を参照）33)。1588年のリストはイングランドの主要な港湾都市のみを含んで

いたのに対して、 1596年のリストは、該当する各州内のあらゆる港湾都市を対

象としていた34)。船舶の徴用は、無償でロンドンから12隻の艦船、その他の都

市から17隻の沿岸交易船が供出されており、 1588年にはロンドンの30隻を除い

ても、地方の港湾都市から34隻の艦船と19隻の沿岸交易船が無償で供出された

ことと比べると、その数自体は少ない。しかしながら注目されるのは、船舶徴

用にかかる諸経費（船舶の賃貸料、艤装費、人件費など）を支払うための資金の

調達（＝住民への課税）に関わる問題であり、それは1588年よりも、より広範

な地域で分担されることになったのである。

当初、女王による課税は、 12の沿海諸州のすべての港湾都市、ならびにそれ

らに隣接する小都市や入江の教区のみが対象とされていた。しかしながら、徴

税の遅延が生じたり、港湾都市から、都市全体が困窮しており税を支払う余裕

がないといった苦情が多く寄せられた。そのため、枢密院ば州内の内陸諸都市

も船舶税の対象として組み込むことを命じたのである。

具体的な事例で、それを確認しておこう（図表5を参照）。ブリストルの場合、

当初、船舶徴用は他の港湾諸都市とサマセット州とで分担することになってい

たが、その後、同州に隣接する内陸の有力都市であるウスター、グロスター、

シュルーズベリならびにカーデイフが組み込まれることになった。 1595年 1月
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13日に枢密院がこれらの諸都市に送付した書状によれば、その理由とは「ブリ

ストルに隣接する、またはその川沿いに位置する都市は、同市から特別な恩恵

を受けており、さらにその安全も、そうした都市があってこそ保たれているの

である。したがって、当該諸都市は、それに相応しい程度に、船舶の準備にか

かる諸経費の負担に貢献すべきである」というものであった35)。

また1596年4月4Hに枢密院がノリッジ市に宛てた書状をみると、ノー

フォーグ）小1における船舶税の対象範囲が内陸地域へと拡大していく過程がよく

わかる。（図表5を参照）36)

「ノーフォーク州内のヤーマス、リンならびに他の諸港は、女王の海軍に加

わる武装商船を 2隻ほど供出することになっている。しかしながら、それにか

かる負担は過璽すぎるため、これらの港湾都市だけでそれを賄うことは不可能

である。しかるにノリッジ市は、上記の港湾諸都市を通じた交易から恩恵を受

けており、また港湾都市の奉仕は、王国全体＿の防衛（傍点＝筆者）にも関わっ

ている。ゆえにノリッジ市の住民に対して、それらの諸都市の負担を分担すべ

＜課税を行うことを命ずる。ただし、それは、補助税の究定額に基づいて富裕

層を対象に行われるべきものとする。

これらの手続は、公共奉仕 (publicservice) ならびに王国の全般的繁栄を目

的として行われるものであり、迅速に施行されるべきものである。徴収金は、

ヤーマス、リンの市長ないしはベイリフヘ送られるべきこと。」

従来、船舶税（＝船舶徴用）とは海戦や海上防衛を H的として、港湾諸都市

に課されるものであった。しかしながら、この書状によれば、ノーフォーク州

内の内陸地域へ新たに船舶税の対象範囲を拡大する理由として、まず武装商船

の艤装や人件費を港湾都市だけでは賄いきれなくなったことをあげている。さ

らに、その正当化の根拠として、隣接する諸都市が少なからず海外交易から恩

恵を受けていることに加えて、はじめて海戦や海上防衛が「王国全体の防衛や

繁栄」、「公共の奉仕」に貢献するものと規定し、ゆえにノーフォーグ）11が全体

として分担すべきことが強調されているのである。

もとより、内陸地に船舶税を課す目的は船舶の徴用ではなく、それに関わる

諸経費の分担を求めるものであり、課税（＝文字通り船舶税）に他ならなかった。

事実、課税方法として、議会補助税の介定税方式が、そのまま採用されており、
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しかも課税対象者を富裕層に限定し、貧民層の負担にならないように配慮が施

されている37）。これと同様の書状がハンプシャ、ヨークシャ、デヴォン、コン

ウォール、サフォーク、 ドーセットなどの州内の内陸諸都市や農村地域に送付

されていたのである38)0

(3) 船舶税の分担を巡る地方内部の紛争とその調停

1588年以降に国王大権を用いた無償の船舶徴用が本格的に行われるように

なり、同時にその対象範囲も、「王国の防衛や繁栄」を大義としながら、沿岸

域の各州内の港湾諸都市から内陸部へと拡大していき、 1596年の段階で、各沿

海州全体ならびにその隣接地などにより、その負担が分担されることになった

のである。

しかしながら、いかに政府の側が正当な理由により、船舶税を強化しようと

したとしても、これ以降、船舶税の分担を巡る地方内部の紛争が激しくなり、

枢密院は、その調停と問題解決に当たらねばならなくなったのである。とくに

船舶税の対象範囲として、新たに内陸の諸都市や農村地域までもが応分の負担

を求められたことが、さらに問題を複雑化していた。

理論的には、船舶税に関する金銭の徴収と支出は、もっぱら地方内部で処理

されるものであった。しかしながら実際には地方当局は、船舶徴用や課税の際

に問題が生じると、度々、枢密院に対して請願などを行っていた。いくつかの

事例を見てみよう（図表5を参照）。

まず船舶の徴用に関して、多くの港湾都市が、枢密院の割当数を拒否したり、

その削減を求めている。 1588年4月6日に、 ドーセット州のプール市の参事会

員と市長は枢密院に対して、次のような請願を送っている。同市が、禁輸措置、

海外交易の停止、海上での損失、海賊の出没により、経済的に疲弊し、都市機

能を果たせなくなっている現状を説明した上で、「近年、敵の攻撃からの防衛

のために必要な設備に多大な出費を強いられているため、 1隻の艦船と小型

ボート (pi皿 ace) を供出せよという貴殿らの命令に応えるだけの余裕はありま

せん。ゆえに、遺憾ではありますが、本市の窮状を鑑み、上記の負担の免除を

求めるものであります」としている39)。また同様に1588年4月6日に、ワイ

ト島の守備隊長のG．ケリーが秘書長官ウォルシンガムに宛てた書状では、同島
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／ 
(2)太線部分が、 1603年の「新船舶税」の課税対象地域。
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のニューポートの商人たちは経済的に困窮しており、しかも島民も同島の防衛

のための経費を負担していることから、武装艦船 l隻と小型ボート 1隻を供出

することは困難であると述べている40)。

地方内部において、船舶徴用にかかる諸経費の分担額を巡って紛争が生じた

際には、枢密院がたびたび調停に人っている。 1595年 1月13日の書状により、

船舶の徴用を求められたブリストルの負担を軽減するために、同市に隣接する

内陸都市であるウスター、グロスター、シュルーズベリ、カーデイフがその負

担を分担することを求められた。しかしながら、その後、税逃れが横行し、分

担額を巡って論争が生じたために、 1595年2月16日に枢密院はサマセット州全

体が600ポンド、ウスター 40ポンド、カーデイフ40ポンド、シュルーズベリ 60

ポンド 8シリング 4ペンスと、分担額を明確に定め支払いを命じている41）。一

方で、ヨークシャのハリファックス、ウェイクフィールドならびにリーズが船

舶徴用を求められたハルに対する資金援助の免除を求めた時のように、それが

枢密院に受け人れられることもあった42)0 

地方内部においては、補助税の徴税手続きに基づき資金の徴収が行われたが、

税の支払いを拒否する住民への対応については、ロンドン市の事例が典型的な

ものである。すなわち、 1593年2月6日に市長に対して枢密院への召喚に応じ

るよう当該者の誓約 (bond) をとることを命じ、それさえも拒否するものにつ

いては、その名簿リストを送付し別命あるまで投獄せよというものであっ

た43）。 ドーセットとサフォークの徴税の事例は、さらに興味深い。 1595年 3

月8日に、この公共奉仕を拒むものについては、今後、補助税のもととなる資

産壺定を「より厳格に行い、実質価値に近いものとする」と通告せよとしてい

る44)。ということは、枢密院は補助税の資産査定額とその実質評価額が、かな

り乖離していた現状を、それまで黙認していたことになる。

反発がもっとも強かったのは、地方のとくに内陸に位置する諸都市や農村地

域であった。 1596年に1588年に次ぐ大規模な船舶徴用が行われた時、枢密院は

たびたび港湾諸都市から船舶徴用・船舶税負担の増大に対する反発や負担軽減

の請願を受けており、各地で税逃れや支払い拒否が横行していた。そのため、

各朴l内の港湾都市と近隣地域のみならず、内陸地が、はじめて課税対象地域に

組み込まれることになったのである。
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この時、船舶税を巡る反発理由に、従来のような港湾諸都市の疲弊や分担の

あり方に加えて、新たに港湾都市から離れた内陸地に課税することの法的正当

性をめぐる問題が生じた点が注目に値する。

たとえば、ヨークシャにおける船舶税の課税負担を巡る紛争の争点は、まさ

にそこにあった（図表5を参照）。 1596年のハル市の船舶徴用に関わる課税対象

地域がヨークシャ全体に及ぶことになった時、当初からヨーク市は、船舶徴用

にかかる費用を負担することに不満を持っていた。そのため、同市は枢密院に

対して、同市が内陸に位骰していること、また1588年には課税の対象となって

いなかったことなどを理由として、課税の免除を求めた。

しかしながら、枢密院は1596年2月に「ヨーク市の繁栄が貿易からあがる利

益によっていること」や、船舶徴用にかかる経費の分担は「王国全体の防衛に

関わるものである」ことを理由に、その請願を却下している。それ以降、ヨー

ク市は税の分担を受け入れたものの、同1+1内のより貧困な内陸地域では、依然

として強い反発がみられた。

1597年10月30日に枢密院は、ウェストライデイングの徴税官に対して、枢密

院やヨーク大主教ならびにヨーク市長からの再三の督促にも拘わらず、割当額

が未納であることを詰問し、 1598年2月には、責任者である四人のエスクワイ

アを枢密院へ召喚し事情聴取を行っている。

同年 4月になっても状況の改善が見られないため、同地域の治安判事に対し

て書状を送付し、その中で同地域の住民の非協力的な態度、治安判事の職務不

履行を厳しく非難しており、また反発するものの中には「いかなる根拠によっ

て、王国の防衛に関わる公共の奉仕として、そのような貢献が自分たちに求め

られるのか」と逆に反論してくるものさえあったと指摘している。同書状では、

最後に、枢密院が同地域の11人の治安判事を召喚して問いただしたところ、最

終的に、分担額の徴収を行うことに合意したと記録されている45)。

まず、この史料からすると、ヨークシャにおいて、海上防衛費を内陸地域が

負担することに対する合意が成立しておらず、しかも国家の役人として徴税の

責任を負っていた治安判事、徴税官らも、当初、枢密院の意向に反して地方の

側の見解を支持し、徴税をサボタージュしていたことがわかる。

すなわち、そこには、船舶徴用（＝海上防衛）を王国全体への公共の奉仕 (public
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service) と見なし、したがってその諸経費は、王国全体で負担されるべきもの

と考えたい国王側の意図に対して、沿岸地域から遠隔の地域で不満が高まる（＝

そのような課税は、前例がない）という対立の構図が見て取れるのである。

4 新船舶税導入の試み

このように16世紀末までに船舶税をめぐって、地方の反発が高まりつつある

中、 1603年2月に従来の方式とは全くことなる「（新）船舶税」の導入が計画

されることになった46)。1603年2月18日に新船舶税をもとに10ないし12隻の

徴発・艤装が認可されていることから、この頃に計画の実施段階に移ろうとし

ていたものと思われる47)。結局、その直後の1603年3月24日にエリザベスが

亡くなったため、この計画は実現することはなかったが、いくつか注目に値す

る点がある。

この計画は、ブリテン諸島沿岸域を航行する自国商船を警護し、スペイン船

やダンケルクの海賊による掠奪行為を防ぐことを目的とする「恒久的」艦隊を

創設し、そのために必要な諸経費の分担を求めるものであった。その理由とし

ては、女王の艦隊は、イギリス海峡における緊急事態に備え、またその一部は

アイルランド沿岸域の警護をせねばならず、加えてスペイン沖に遠征する計画

もあった。そのため、商船の警護まで軍事的にも財政的にも手が回らないとい

うものであった48)。

この計画によれば、プリテン諸島の警備海域が2つに分けられ、それぞれ西

部艦隊と東部艦隊が所管することになっていたが、現在、西部艦隊に関する史

料のみ残っている49)。それによれば、西部艦隊はサセックスのビーチ・ヘッド

(Beachy Head)からウェールズのミルフォード・ヘヴンまでの沿岸域の警備に

あたり、同艦隊総計1,000トンからなる艦隊に必要な諸経費の概算である8,300

ポンドについて、イングランドの西部地域が分担することになっていた50)。加

えて、同艦隊に必要な弾薬については女玉側が用意するとともに、すべての正

当な略奪品（＝私掠行為）については関税や10分 1税が免除されるという優遇

措置も施されていた51)。

この課税方式を「新船舶税」と見なすのは、同税が次のような性格を持って
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いたからである。まず、はじめて船舶ではなく船舶税のみが求められており、

従来の戦時課税のような臨時課税ではなく、恒久的に年々賦課されるもので

あった。しかも沿岸域と内陸の地域区分をはずし、王国全体を課税対象とした

点が注目に値する。 1596年の船舶税における対象地域の拡大は、あくまでも沿

岸域諸州内の内陸地域、ないしはそれに隣接する主要な内陸都市に限定された

が、この計画では王国全体が課税対象地域となったのである。（図表5) の太

線で囲まれた諸朴Iが、西部艦隊の諸経費の分担を割り当てられることになって

いた。この時に新たに加えられだ州の中でも、サリー、バークシャ、ウィルト

シャ、オックスフォードならびにヘリフォードは完全な内陸州であった。他に

ウェールズ南部の 4つの州も対象地域に組み込まれている。このように王国全

体を課税対象地域にする理由について、枢密院は、およそ次のように説明して

いる。「（それにより）すべての人々が同等の恩恵を受けると感じることはでき

ないかもしれない。またこの問題は主に海外交易の維持にかかわるものであ

り、...それが妨害されたときに被る苦痛は、内陸地に住む人々にとって直

接には感じ取れないかもしれない。しかしながら、それが妨害され国産品輸出

が滞るようなことがあれば、沿岸域のみならず内陸部にも貧困と混乱が拡大す

るのである。ゆえに、...それにかかる諸経費は、王国内のすべての朴l、都

市や町が分担する」ことを求められたのであった52)。1596年の船舶税と同様に、

海上防衛が王国全体の防衛や繁栄に繋がるので、王国臣民が全体としてその経

費を分担すべきと言うわけである。

もとより、海上防衛のために議会の承認をえずに、イングランド王国全体を

対象としで恒常的に課税を行うというのは、前例のない試みであり、憲政上の

問題に発展しかねない危険性を芋んでいた。したがって、枢密院が各州の統監

に送った書状の文言の端々に、反発を最小限におさえるべく慎重な配慮が施さ

れている。

まず女王自身が臣民に対して、その資金を個人的理由のために転用すること

を否定し、課税収入のすべてを艦隊の維持費に充てることを約束している。ま

た議会の補助税と同様に、課税の対象者に制限を設けていた。サセックスの統

監に宛てた書状では、その下限を不動産 (inlandes or leases)で年価値20ポンド

以上、動産 (inmoney or goodes)で年価値200ポンド以上の資産在定を受けたも
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のに限定するように命じている。当時、年価値20ポンドの不動産といえば、治

安判事の財産資格に相当することから、課税対象者は、同州内でもかなりの有

産層に限定されていたことになる53)。

第二に、何よりも注目されるのは、 1603年の計画は事実上、王国臣民に対す

る課税であるにもかかわらず、厳密な意味で課税とは認めず、また強制でもな

く、あくまでも臣民の「自発的寄付 (avoluntary contribution)」に期待してのも

のであると規定し、統監たちに対して、この点に関して細心の注意を払うよう

命じていることである54）。しかも、それがどれくらいの経費がかかり、またど

れくらいの効果があがったのかを検証した上で、この計画を継続するか中止す

るか検討するといった説明は、枢密院がこの計画の導入に後ろ向きと地方の側

にとられかねない55)。財政史的観点からすれば、戦費の調達は、議会課税に依

らないのであれば、国王大権を行使して課税を行うのが一般的であり、もとよ

り法的強制力をともなった。「付加関税 (Imposition)」の賦課や「徴発権」の行

使が、その典型的な事例である。ではなぜ「自発的寄付」にこだわるのか。そ

の理由として次のことが考えられる。まず議会の承認をえず国王大権を公然と

行使して経常的に課税を行えば、議会の反発を招くことは明白であった。加え

て、ブリテン諸島の沿岸防衛を王国全体の防衛（＝臣民の義務）に拡大解釈し、

それを根拠に全国的課税を合法化することについて、いまだ王国内（とくに内

陸地域）において、合意ができていなかったからであろう。

第三の特徴として、中央政府による船舶税の徴税業務の管理の強化がなされ

ている点があげられる。この計画では、枢密院が課税計画の立案・執行・運営

の中心的な役割を担っており、地方で船舶税の徴収にあたったのは、各朴lの統

監や治安判事たちであった。また地方で徴収された資金は、最終的にロンドン

に送金されることになっていた。そして、ロンドン市がそれを元手に船舶の借

り上げや艤装の手配を行うことになったのである。

この計画によれば、各地域の徴収金は前ロンドン市参事会員ポウル・ベイニ

ング (Mr.Paule Bayning)に送金され、別命あるまで彼のもとに保管されること

になっていた56)。注目されるのは、このベイニングという人物である。詳しく

は別の機会に譲るが、彼は、この新船舶税を管理する財務官でありながら、他

方で武装商船を所有するのみならず、ロンドン市や南西部地域の私拿捕船のシ
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ンジケートの中心人物であった57）。したがって彼が西部艦隊の艦船の手配にも

関わっていた可能性が極めて高いのである。当時、スペイン商船を襲撃するの

であれば、海賊船であっても、事実上、罪に問われることはなくなっていたこ

とから考えると、ブリテン諸島の海上防衛は、王立海軍 ⇔ 民有の私掠船

⇔ 海賊船がない交ぜの状況で行われており、またそれらを水夫の供給地域と

して底辺から支えていたのが、ロンドンや南西部諸州における海民の社会で

あったという構図が見えてくるのである58)。

この計画が正式に実施されることはなかったため、新船舶税の対象となった

地域において、どのような反応が見られたのかに関してはよくわからない。し

かしながら、ルイスがロンドン市の対応に関する興味深い史料を探し出してい

る。 1603年1月17日（つまり 2月に各州の統監に書状が送られるより一ヶ月近く早

く）に、ロンドン市議会は、 6人からなる委員会を設置し、 2隻の艦船と 1隻

の小型ボートを用意するのに、どのくらいの経費がかかるか、その検討を行わ

せた。その後、ロンドン市長は枢密院に対して、それに必要な経費は6,000ポ

ンドないし、それを上回るであろうと返答している。次にこれが自発的な寄付

であること、つまり強制的手段によってではなく、その必要性を強く感じ自発

的に寄付を申し出るものであるというロンドン市議会による指示にしたがっ

て、ロンドン市内の諸カンパニーの代表が参集し、船舶の準備にかかる諸経費

として総額678ポンドの寄付を行うべく調整を行っている。さらにロンドン市

内の商人の多くが次のように話していたという。「この計画は、われわれにとっ

てそれほど大きな関心事ではない。それは王国内の他の地域の人々にとっても

同様であろう。なぜならわれわれは自分たちの艦船を自前で強力に武装するこ

とが可能なので、ダンケルクの海賊など恐るるに足らない」というのであ

る59)。

結局、正式に導入されることはなかったものの、ブリテン諸島の沿岸地域防

衛のために、海軍の再編成が試みられ、その財政的碁盤として、「旧船舶税」

から「新船舶税」への転換が、すでにこの段階から試みられていたことは注目

に値しよう。
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おわりに

1580年代後半以降、イングランド史上かつて経験のないほどに、王国内にブ

リテン諸島海域の防衛意識が高まっていった。しかしながら、現状では、海軍

の一元化にはほど遠く、従来の王有船だけでは、戦力的にも財政的にも、とて

もブリテン諸島全域を防衛することは難しかった。そのため無償で民有船の徴

用が開始されることになったのである。

このように船舶徴用が強化されたことで、その対象となってきた港湾都市の

反発が強まるのは当然のことであった。そのため政府は、次第に内陸地域に金

銭的支援を求めるようになり、船舶税の趣旨が、従来の「船舶徴用」から新た

に「金納制」へとその性格が急速に変化していったのである。

その間の地方内部での港湾都市と内陸部との間の船舶税の負担をめぐる紛

争、枢密院による調停の内容から明らかになったことは、この段階では、王国

全体、少なくとも内陸部において、ブリテン諸島の沿岸•海上防衛＝王国の防

衛（＝国民の義務） ＝全国的課税の合法化という国防意識について、いまだコ

ンセンサスができていなかったということである。

さらに、 1603年の新船舶税導入の試みは、事実上、国王大権に基づいて全国

的な課税を行うことに他ならず、イングランドの伝統的な混合政体 (Mixed

Monarchy) を揺るがしかねない、憲政上、重要な問題に発展する危険性を秘め

ていた。この計画の中で女王が、これは強制ではなく「女王の愛すべき臣民が

自発的に (voluntary)寄付を行うこと」を求めているように、各州の統監に何

度も通達していることは、この点に対する慎重な配慮が働いたものと考えられ

る。結局、この段階で国王政府が、イングランドの内陸部諸州への恒久的な船

舶税の賦課に踏み出すことはなかった。

（図表 1) にあるように、国王大権の行使によるイングランド全域への船舶

税の賦課は、チャールズ 1世治世の1634年から 6度にわたり行われることにな

る。同税により海軍の財政的基盤が確立されたことで、（図表3)にあるように、

1635年以降に海軍史上はじめて海軍の編成において、王有船の数が、民有船の

それを大きく上回るのであった。確かに新船舶税の本格的導入は、伝統的な混

合政体を崩しかねない憲政上の問題を喚起したため、国王政府と議会との対立
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を深めることになった。しかしながら、一方で、海軍編成の一元化と海軍職の

プロフェッション化は、ブリテン諸島の沿岸防衛や海軍の強化に不可欠の要素

であり、この方針はクロムウェル政権に継承されることになるのである。当時

世界最高水準にあったオランダ海軍に対抗するためには、まずイングランドの

海軍改革が急務であり、それなしにはありえなかったのである。

略号一覧：

TNA : The National Archive, Kew BL : The British Library 

SP : State Papers, Domestic, Elizabeth Harl. MSS : Harleian Manuscripts 

APC: Dasent, J.R., (ed.), Acts of the Privy Council, (London, 1890-1907). 
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してイギリス国立海事博物館で開催された会議の議事録であり、海事史に関する

14の報告書が収録されている。また海がヨーロッパの歴史的構築に果たした役割

を論じたM.M．ジュルダン／深沢克己訳『ヨーロッパと海』平凡杜、 1995年も有益。

3) 16世紀イングランド海軍の行財政史研究に関しては、まず一連のローズの研究に加

えて、依然としてオッペンハイムの研究書も必読書である。 Loades,D., The Tudor 

Navy（以下TNと略記）、（Aldershot,1992) ; id., England's Maritime Empire:seapower, 

commerce and policy, 1490-1690, (London, 2000) ; id., The Making of the Elizabethan 

Navy 1540-1590（以下MENと略記）、（Woodbridge,Suffolk, 2009) ; Oppenheim, M., A 
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History of the Administration of the Royal Navy and of Merchant Shipping in Relation to 

the Navy from 1509 to 1660 with an introduction treating of the preceding period, 

(London, 1984 (1896)) ; Roger, N.A.M., The Safeguard of the Sea (London, 2004 

(1997)). 

4) アルマダの海戦への言及については、一般書も含めて膨大であり、ここですべ

て紹介することは不可能である。さしあたり信頼のおける研究書としてワーナム

の三部作をあげておく。 Wernham,R.B., Before the Armada : the growth of English 

foreign policy 1485-1588, (London, 1966) ; id., After the Armada: Elizabethan England 

and the struggle for western Europe, 1588-1595, (Oxford,1984) ; id., The return of the 
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The rethinking of the War against Spanish Armada 

Taro INAI 

The war with the Spanish Armada has long been evaluated as the important 

watershed in British history. It is said that the victory not only encouraged to build 

the British empire, but also awaked the nationalism or Englishness in England. 

This article attempts to rethink the traditional evaluation in the view of the 

financial and naval problem. After 1588, the costs of the navy increased so rapidly 

and heavily to convoy the merchant ships and to defense the coastal area. So the 

government attempted to augment the revenue of the old ship money to levy the 

ships and furnish them with arms. The important change of this policy was that the 

incidence of the ship money was extended from the coastal towns and areas to the 

inland. In 1603 the government finally planed to impose the ship money in the 

entire area of England. It was in fact the new ship money and the historical 

precedent of one in Charles I's period because it requested not to levy the ships but 

to collect the money only. 

The consolidation of the ship money is one of the reasons why the despute 

occured between the central government and the country in England. In conclusion, 

the later Elizabethan period was never the golden age when the people in England 

made aware of their future, British empire and Englishness. 
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